
１.はじめに

　近年、CO2 などの排出増加に伴う地球温暖化対策を背景に、住宅

などで消費される民生用エネルギーを削減する事が求められている。

自然エネルギーを有効に利用し、居住環境を調整する手法の開発や

評価は重要であると考えられる。そこで、自然エネルギーの有効利

用法の１つである通風を利用し、室内居住環境を改善させることは、

冷房の使用率を低下させ、冷房用エネルギーの削減効果があるため、

今後の積極的な利用注１) が望まれる。
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The results are as follows;
(1) When air change rate is 20 times/h, the inside air temperature becomes nearly equal to the outside air temperature 

due to the discharge thermal energy by the ventilation.

(2) The opening area of windows ratio tends to be high in the inland, and it tends to be low in the city along the sea in 
Japan. 
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　本研究では、戸建住宅モデルを対象として、通風による換気回数

と室温の関係を解析することで室温が外気温とほぼ等しくなるため

に必要な最少の換気回数 (有効換気回数 ) 及び、有効換気回数と実

換気回数の関係を検討し、換気回数と通風性能の関係を明らかにす

る。更に、戸建住宅団地を対象に建蔽率と窓面積率 (床面積に対す

る開口部の面積 ) をパラメータとした解析を行い、有効換気回数を

得るために必要な最小の窓面積率（有効窓面積率）について解析する。

これらの解析結果より本研究は建蔽率や開口面積等を変化させた場

合の有効窓面積率と排熱による通風効果の関係を明らかにし、有効

窓面積率による簡易な通風性能評価手法を提案する。

２.研究概要

2.1 解析条件

　図２に単純戸建住宅モデルを、図３に日本建築学会標準住宅モデル

(戸建 )を、表１に各モデルの解析条件 (建蔽率０％ (単体 ))を、表

２に各モデルの解析条件 (建蔽率 10％、30％、50％ )を、表３に熱

負荷計算ソフトTRNSYS に入力した各モデルの部位別熱貫流率を、表

４に 11 都市の非暖房期間注２) と平均風速を示す。解析対象は２階建

ての単純戸建住宅モデルと日本建築学会標準住宅モデル (戸建 )注３)

とする。CFD による解析は単純戸建住宅モデルでは各階は１室として

解析を行う。間仕切りや廊下のある標準住宅モデルでは、トイレは窓
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及び扉を閉鎖し、浴室は窓を閉鎖し、室内扉は開放する。洗面室は

窓及び室内扉を開放して CFD 解析を行う。換気回数を設定する場合

は、対象モデルは建蔽率注４) ０％ ( 単体 )とし、対象地域は新潟のみ

とする。実換気回数を用いる場合も、対象モデルは建蔽率０％(単体)

とし、対象地域は札幌、仙台、東京、名古屋、新潟、京都、大阪、神戸、

広島、高知、福岡の 11 都市とする。窓面積率を算出する場合は、対

象街区は建蔽率０％ (単体 )、10、30、50％とし、対象地域は標準気

象データが整備されている全国 842 都市とする。建蔽率０％（単体）

のCFD解析は1/4乗則の流入風を与え、建物単体の解析を行っている。

建蔽率 10、30、50％の CFD 解析は解析領域周囲の境界条件は周期境

界を与え、連続した住宅団地の中央部の住宅を対象とする。建蔽率

10、30、50％の解析での基準風速（6.5 ｍ高さ）の風速は建物がない

解析を別途行い 3.0m/s になるように上空面の風速を調整して解析を

行っている。

2.2　解析方法

(１)設定換気回数による室温の解析

　図４に室温の算出フローを示す。室温の算出には、熱負荷シミュ

レーションソフト TRNSYS を用いる。気象データには、日本建築学会

拡張アメダス気象データ ( 標準年 )11) を用い、解析時には気象デー

タの気温、日射に加えて換気回数を設定注５) し、どのモデルでも１階、

２階をそれぞれ１室として対象住宅モデルの室温を算出する。算出

した値から、室温が外気温とほぼ等しくなるために必要な最少の換

気回数 (有効換気回数 )を各階で求める。

( ２) 実換気回数による解析

　室内外気流分布の解析は、標準ｋ－εモデルを用いた等温乱流数

値流体解析 (使用コード：CFD2000) により行う。CFD により 16 風向

別の開口部風速比注６) を求める。開口部の風速比から換気回数を算出

し、各地域の風向・風速から実換気回数を算出する。

( ３) 室内発熱負荷の算出

 室内発熱負荷の算出には、生活スケジュール自動生成プログラム

SCHEDULE注７) を用いる。設定条件は両親、子供２人の４人家族とし、

其々の生活パターンから冬期、中間期、夏期の平日、休日における

各部屋の時間毎の室内発熱負荷 (人体、照明、各種家電機器の発熱 )

を算出する。次に 12 ～３月を冬期、７～９月を夏期、その他の月を

中間期とし、算出した室内発熱負荷から１Ｆ、２Ｆの年間の室内発

熱負荷を作成し、TRNSYS で室内発熱負荷を加えた計算を行う。図５

に SCHEDULE で計算した夏期・平日の室内発熱負荷を示す。他室より

も LDK における室内発熱負荷が大きい。

( ４) 窓面積率の算出

　図６に窓面積率の算出フローを示す。CFD により 16 風向別の開口

部風速比を求め、開口部の風速比から基準風速 (基準高さ 6.5 ｍ地

点で風速 1.0m/s の時 )での換気回数を算出する。窓面積率と換気回

数はほぼ比例する (寄与率 0.96 以上 )ので、算出した換気回数と窓

面積率の回帰式を求め、窓面積率を１％刻みで変化させ、各窓面積率

の実換気回数を算出する。

( ５) 有効窓面積率

　図７に非暖房期間における全国の外部風が無風の相対頻度分布を示

す。無風頻度は１割から２割までの頻度が最も高く、無風頻度２割ま

での累積頻度は 70％程度となる。無風頻度３割の場合の累積頻度は

80％を超える。無風の場合、窓面積率と換気回数は比例しないので、

有効換気回数以上の相対頻度の非暖房期間に占める割合が７割以上の

時に、室温と外気温がほぼ等しくなる効果を十分に得られると考え、

この効果が十分に得られる最小の窓面積率を有効窓面積率とする。

３.単純戸建住宅モデルを対象とした解析結果

3.1　有効換気回数

(１)日平均室内外温度差

　図８に新潟における換気回数を設定する場合の日平均室内外温度差

を示す注８)。対象日は新潟の非暖房期間と日平均外気温が最高となる

７月 23日である。換気回数が増加すると、室温と外気温の差は小さ

くなり、７月 23 日、非暖房期間ともに換気回数 20回 /h では室温と

外気温の差は約 0.7℃となる。室温と外気温の差が１℃未満の時に十

表４　11 都市の非暖房期間と平均風速

部材 モデル 構成材 熱貫流率(W/㎡・K)

単純住宅 石膏ボード、セルローズファイバー(厚さ160㎜)、合板、スレート 0.215

標準住宅
石膏ボード、セルローズファイバー(厚さ160㎜)、

空気層、合板、スレート
0.209

単純住宅 石膏ボード、フェノールフォーム断熱材(厚さ40㎜)、合板、モルタル 0.431

標準住宅
石膏ボード、フェノールフォーム断熱材(厚さ40㎜)、

空気層、合板、モルタル
0.408

単純住宅

標準住宅

単純住宅

標準住宅

単純住宅

標準住宅
2.7

2階床 カーペット、合板、空気層、石膏ボード(１階天井) 1.916

屋根

0.337

外壁

１階床 床板、合板、グラスウール(厚さ100㎜)

窓ガラス ペアガラス

表３　各モデルの部位別熱貫流率

表１　各モデルの解析条件 (建蔽率０％ (単体 ))

表２　各モデルの解析条件 (建蔽率 10％、30％、50％ )



分に室温が低下していると考え、換気回数 20 回 /h注９) を単純戸建住

宅モデルの有効換気回数と設定する。

( ２) 換気回数 20 回 /h 以上の相対頻度

　図９に主要 11 都市の換気回数 20 回 /h 以上の相対頻度を示す。単

純戸建住宅モデル（建蔽率０％：単体）では、どの都市も換気回

数 20 回 /h 以上の相対頻度が約 90％を超えており、十分な室内環境

改善効果が得られていると考えられる。ある程度の開口面積以上で

室内環境改善効果は同様であると考えられる。

3.2　有効窓面積率

(１)換気回数と窓面積率の関係

　図10 に建物①注 10) の風向Ｓにおける換気回数と窓面積率の関係を、

表５に各建蔽率の回帰式と寄与率を示す。紙面の都合上、本論文では

風向 Sの風向の結果を示しているが、他の風向についても風向Sと同

様の結果であり、建蔽率が高くなる程、傾きが小さくなり、換気回数

が減少する注 11)。建蔽率０％ (単体 )と建蔽率 10、30、50％の換気回

数の差は大きい。１Ｆ、２Ｆ共に回帰式はどの建物位置でも差は殆

どなく、いずれの回帰式においても寄与率は 0.96 以上となる。この

回帰式を用いて、窓面積率を１％刻みとして換気回数を算出し、全

国の有効窓面積率の分布を求める。

図６　窓面積率の算出フロー
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( ２) 主要 11 都市における有効窓面積率

　図 11 に建物①、２Ｆの主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積

率を示す。どの地域でも建蔽率が大きくなる程、有効窓面積率は高く

なる。新潟や福岡などの風速の速い地域では有効窓面積率は５％ (建

蔽率０％ )～ 30％ (建蔽率 50％ )程度と低く、京都や高知などの風

速の遅い地域では有効窓面積率は約10％(建蔽率０％)～50％(建蔽

率 50％ )程度と高い。

( ３) 有効窓面積率マップ

　図 12 に建物①、２Ｆの建蔽率 50％における有効窓面積率マップを

示す。有効窓面積率は地域によって異なり、有効窓面積率は内陸部で

は 40 ～ 60％程度と高く、海沿いの地域では 20 ～ 30％程度と低い傾

向がある。これは内陸部は風速が遅く、海沿いの地域は速いためと考

えられる。但し、瀬戸内海に面した高松や松山では有効窓面積率は

50％程度と高い。また、島や山、岬などの特に風速が速くなる地域

では有効窓面積率は 10％程度と低い。

４.標準住宅モデル (戸建 )を対象とした解析結果

4.1　有効換気回数

(１)日平均室内外温度差

　図 13 に新潟における換気回数を設定する場合の日平均室内外温度

差を示す。単純戸建住宅と同様に換気回数が増加する程、室温と外

気温の差は小さくなり、７月 23 日、非暖房期間ともに換気回数 20

回 /h では室温と外気温の差は約 0.6℃となる。

( ２) 換気回数 20 回 /h 以上の相対頻度

　図 14 に主要 11 都市の換気回数 20 回 /h 以上における相対頻度を

示す。平均風速の遅い高知以外の都市は換気回数 20 回 /h 以上の相

対頻度が 85％を超えている。高知の１Ｆでも 78％を超えており、標

準住宅モデル (戸建、建蔽率０％ (単体 )) でも十分な室内環境改善

効果が得られ、ある程度の開口面積以上での室内環境改善効果は同

様であると考えられる。

　図 13 に示した換気によって得られる平均室内外温度差を基に、今

回対象とした建物モデルで室温と外気温の差が其々１℃未満、１

２℃、３℃、４℃以上となる換気回数 20、10、４、２、0.5 回 /h を

其々の Grade ①～ Grade ⑤の５段階

に分類し、戸建住宅の通風性能を評価する。尚、通風性能評価 Grade

③～⑤では、日平均室内外温度差が比較的大きく、十分な室内環境

改善効果を得られないと考えられるため、本報では有効窓面積率を

算出する際に対象とする通風性能評価 Grade は①、②とする。
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図 12　建蔽率 50％における有効窓面積率マップ
(単純戸建住宅モデル :建物①、２Ｆ )
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表５　各建蔽率の回帰式と寄与率 (単純戸建住宅モデル：風向Ｓ )

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

図 11　主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積率
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※ｙを換気回数、ｘを窓面積率とし、上段に回帰式、下段に寄与率を示した。

図 10　換気回数と窓面積率の関係

(単純戸建住宅モデル：建物①：風向Ｓ）



4.2　有効窓面積率

(１)換気回数と窓面積率の関係

　表６に各建蔽率の回帰式注 12) と風向Ｓの寄与率を、図 15 に各建蔽

率における換気回数と窓面積率の関係 (風向Ｓ ) を示す。建蔽率が

高くなる程、傾きが小さくなる。建蔽率０％（単体）と建蔽率 10、

30、50％の換気回数の差は大きい。又、回帰式では風向により換気

回数が大きく変化し、風向Ｓの寄与率は 0.96 以上となる。この回帰

式を用いて、窓面積率を１％刻みとして換気回数を算出し、全国の

有効窓面積率の分布を求める。

( ２) 主要 11 都市における有効窓面積率 (Grade ① )

　図 16 に２Ｆの主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積率を示

す。どの地域でも建蔽率が高くなる程、有効窓面積率は高くなる。

新潟や神戸などの風速の速い地域では有効窓面積率は５％ (建蔽率

０％ ) ～ 100％ ( 建蔽率 50％ ) 程度と比較的低く、京都や広島、高

知などの風速の遅い地域では有効窓面積率は 10％ ( 建蔽率０％ )～

140％ (建蔽率 50％ )程度と高い傾向がある。建蔽率50％では、東京、

京都、広島、高知の４都市では有効窓面積率が 140％を超えている。

( ３) 有効窓面積率マップ (Grade ① )

　図 17 に建蔽率 50％における有効窓面積率マップを示す。有効窓

面積率は地域によって異なり、有効窓面積率は海沿いの地域で 80

～ 90％程度と相対的に低い傾向がある。これは海沿いの地域では風

速が速いためと考えられる。また、他の内陸部などの地域では有効

窓面積率が 140％以上となっており、実現性のある値とは言い難い。

( ４) 主要 11 都市における有効窓面積率 (Grade ② )

　図 18 に主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積率を示す。ど

の地域でも建蔽率が高くなる程、有効窓面積率は高くなる。通風性

能評価 Grade ①の場合と比較すると、有効窓面積率は実現性のある

値であると考えられる。

表６　各建蔽率の回帰式と風向Ｓの寄与率 (標準住宅モデル (戸建 ))

※ｙを換気回数、ｘを窓面積率とし、代表的な風向Ｓでは上段に回帰式、下段に寄与率を示した。

図 15　換気回数と窓面積率の関係
(標準住宅モデル (戸建 ): 風向Ｓ )
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図 14　主要 11 都市の換気回数 20 回 /h 以上の相対頻度
(標準住宅モデル (戸建 ): 建蔽率０％ (単体 ))
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図 13　換気回数を設定する場合の日平均室内外温度差
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( ５) 有効窓面積率マップ (Grade ② )

　図 19 に建蔽率 50％における有効窓面積率マップを示す。有効窓

面積率は内陸部で 70％程度と高く、海沿いの地域で 50 ～ 60％程度

と低い傾向がある。これは内陸部は風速が遅く、海沿いの地域では

速いためと考えられる。通風性能評価 Grade ①の場合と比較すると、

有効窓面積率が低い地域では実現性のある値となる。

５.結論

　本研究では単純戸建住宅モデルと標準住宅モデルの２つの住宅モデ

ルを用いて有効換気回数および有効窓面積率に関する解析を行った。

以下に単純戸建住宅モデルおよび標準住宅モデルのまとめを示す。

5.1　単純戸建住宅モデル

(１)有効換気回数

①通風による換気回数が多くなる程、室温は外気温に近づき、十分

　に室温が低下する有効換気回数は 20 回 /h となる。

②対象とした建蔽率０％（単体）ではどの都市でも換気回数20回/h以

　上の相対頻度が 90％を超えており、十分な室内環境改善効果が

　得られていると考えられ、ある程度の開口面積以上では室内環境

　改善効果は同様であると考えられる。

③無風の頻度を考慮し、有効換気回数以上の相対頻度が７割以上の

　ときに室内環境改善効果が十分得られていると考え、この効果が

　得られる最小の窓面積率を有効窓面積率と定義する。

( ２) 有効窓面積率

①建蔽率 50％では有効窓面積率は内陸部で 40 ～ 60％と高く、海沿

　いの地域で 20 ～ 30％程度と低い傾向がある。これは内陸部は風速

　が遅く、海沿いの地域では速いためである。

②どの都市でも建蔽率が高くなる程、有効窓面積率は高くなる。
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図 17　建蔽率 50％における有効窓面積率マップ
(標準住宅モデル (戸建 ):Grade ① ( 有効換気回数 20 回 /h)、２Ｆ )

図 19　建蔽率 50％における有効窓面積率マップ
(標準住宅モデル (戸建 ):Grade ② ( 有効換気回数 10 回 /h)、２Ｆ )
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図 18　主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積率
(標準住宅モデル (戸建 ):Grade ② ( 有効換気回数 10 回 /h)、２Ｆ )
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図 16　主要 11 都市における各建蔽率の有効窓面積率
(標準住宅モデル (戸建 ):Grade ① ( 有効換気回数 20 回 /h)、２Ｆ )
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7)　澤地孝男・清田誠良他：住宅の通風設計及び性能評価に関する実模型実験

　その９、その 10, 日本建築学会大会学術講演梗概集 ,D-2,pp.623-626,2001.8

8）　赤林・坂口・細野・久保 : 戸建住宅を対象とした通風性能評価に関する研究

　その 15～ 16, 日本建築学会大会学術講演梗概集 ,D-2,pp.753-756,2007

　日本建築学会大会学術講演梗概集 ,D-2,pp.699-700,2008

　その 18

　～ 20, 日本建築学会大会学術講演梗概集 ,D-2,pp.717-721,2009

11)　赤坂裕・二宮秀與他 :日本建築学会拡張アメダス気象データ ,日本建築学

　会 ,1999.12

注

注１)　通風の有効利用に関する既往の研究事例としては参考文献１) ～ 10) な

　どがある。

注２)　非暖房期間：日平均気温が 18℃を下回る期間を暖房期間とし、それ以

　外の期間を非暖房期間と定義する。

注３)　本研究では２種類の戸建住宅モデルを対象に解析を行っているが、「単

　純戸建住宅モデル」は従来の通風に関する研究（風洞実験など）で対象とし

　ている単純な戸建住宅モデルであり、「標準住宅モデル」は主に熱の分野の

　住宅モデルとして実績のある住宅モデルである。両モデルの使用した理由は、

　まず比較的単純な開口部、各階１室である単純戸建住宅モデルを対象として

　ロジックの構築を行い、次により実際の戸建住宅に近い標準住宅モデルで解 

  析したためであり、両者の解析結果を示すことにより研究の有用性を明らか

  にしている。

注４)　本研究での建蔽率は、敷地面積に対する建築面積の割合でなく、道路

　の面積を含めたグロス建蔽率を用いている。

注５)　設定する換気回数は 0.5 回 /h（窓閉鎖時）、２、４、６、８、10、12、

　14、16、18、20、30、40 回 /h( 年間一定 ) とする。

注６)　開口部風速比の算出式は以下の通りである。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…(1)

注７)　SCHEDULE は空気調和衛生工学会「住宅の消費エネルギー計算法委員会」

　によって作成されたものである。

注８)　日平均室内外温度差の解析では予備解析として単純戸建住宅モデル・

　建蔽率０％・窓面積率 19％の窓開放時 ( 実換気回数 ) と窓閉鎖時 ( 換気回数

　0.5 回 /h) の室温に関する解析を行っている。新潟と東京の解析結果による

　と、日平均外気温が最高の日 ( 新潟 :7 月 23 日、東京 :7 月 25 日 ) において

　窓開放時の室内外温度差は新潟、東京ともに１℃未満であり、このことから

　換気回数 20 回 /h 程度の通風量の場合、自然通風による排熱効果は地域によ

　る差は少ないと考えている。

注９)　日平均内外温度差が１度未満となる換気回数を決定する際 20 回 /h と

　した理由は、建築設計の実務上の有効数字や結果である室温低下効果を考慮

　し、決定した。

注 10)　単純戸建住宅モデルの場合は建物①～④があるが、回帰式で殆ど差が

　ないため、代表的なものとして建物①を示した。

注 11）　建物単体と建物の周囲を建物が取り囲む場合では通風量は大きく変わ

　る。建蔽率と通風量の関係については参考文献１)で報告している。

注 12)　標準住宅モデル ( 戸建 ) の場合は建蔽率 10、30、50％があるが、数値

　解析領域メッシュを各建蔽率に合わせて境界条件を周遊させているため、建

　物は１戸しかないので、回帰式も各建蔽率・各風向で１つしかない。

注 13）　単純戸建住宅モデル及び標準住宅モデルの解析結果の使い分けとして

　は、住宅設計資料としては実際の住宅に近い標準住宅モデルの結果 ( 有効窓

　面積率 ) を利用し、住宅の窓面積に配慮した設計を行うことができる。また、

　通風のメカニズムに関する研究では、以前から単純戸建住宅モデルの結果も

　多く示されていることから、単純戸建住宅モデルの結果も通風に関する基礎

　的研究において有益なデータであると考えている。

5.2　標準住宅モデル (戸建 )

( １)有効換気回数

①通風による換気回数が多くなる程、室温は外気温に近づき、十分

　に室温が低下する換気回数は 20 回 /h となる。

( ２) 有効窓面積率（Grade ① : 有効換気回数 20 回 /h）

①建蔽率50％では有効窓面積率が海沿いの地域で 80～ 90％と低い傾

　向があるが、内陸部などの地域では140％を超える地域が多くなる。

②どの都市でも建蔽率が高くなる程、有効窓面積率は高くなる。

を

　超える。建蔽率50％では有効窓面積率が140％を超える地域が多く、

　実現性に乏しい値である。

( ３) 有効窓面積率（Grade ② : 有効換気回数 10 回 /h）

①建蔽率 50％では有効窓面積率は内陸部で 70％程度と高く、海沿い

　の地域で 50 ～ 60％程度と相対的に低い傾向がある。

②通風性能評価 Grade ①の場合と比較すると、有効窓面積率は実現

　性のある値となる。

5.3　単純戸建住宅モデルと標準住宅モデルの解析結果の比較

①単純戸建住宅モデルと標準住宅モデルの２つの住宅モデル注３）

　の解析結果は、本研究では窓面積率を変化させる際、間仕切り壁

　の開口面積を変化させていないため、標準住宅モデルは単純戸建

　住宅モデルと比べて間仕切り壁の開口部の影響により、有効窓面

　積率に２倍以上の差が生じている注 13）。
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c =  [-]    C:開口部風速比 [-] 
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